


























































平成17年12月8日現在 

貸金業に関する国際比較 
 

 日本 米 国 英国 ドイツ フランス 

開 

業 

規 

則 

金銭の貸付け等を

行う場合には、貸

金業の規制等に関

する法律に基づき

登録。 

 

       州法による免許制 

 

【例：ＮＹ州】２５０００ドルまでの個人向融資で

利率を１６％超とするものを業とする場合 

 

 

2万5,000ポンド以下

の個人向け貸金の

場合は、消費者信

用法による免許制。

＊改正法により貸

付金額の上限が無

くなる。 

銀行しか貸金業を

行えない 

（銀行法による免許

制）。 

 

通貨金融法典によ

る免許制 

（銀行又は金融会

社の免許）。 

連邦 州 

金 
 

 

利 
 

 

規 
 

 

則 

 

上限規制あり 

 

利息制限法（民事） 

・10万円未満 

→ 20% 

・10万円以上 

100万円未満 

→ 18% 

・100万円以上 

→ 15% 

 

出資法（刑事） 

・私人間 

→ 109.5% 

・事業者 

→ 29.2% 

    

 規制なし 

 

＊ 最 高 裁 判 例

（金利の輸出

理論） 

「連邦銀行は、本

店 登 記 し た 州 の

金利を他州でも請

求できる。」 

⇒デラウエア州な

どの自由金利の

州に本店が集中

する現象を引き起

こした。 

  【例：NY 州】 

州銀行法（民事） 

・16％ 

 非免許業者に対

する上限規制 

 

 

州刑法（刑事） 

・25％ 

 

 

規制なし 

 

・ただし、消費者信

用法により、暴利

的信用取引である

と 認 め る 場 合 に

は、裁判所は、契

約を再締結させる

ことができる。 

 

・刑事法的観点から

の規制はなし。 

 

規制（判例法理）あ

り。 

 

・市場金利の２倍又  

 はプラス12％を超 

 えると民事上無 

 効。 

 

・刑法により、上記

の金利を超えると

暴利行為とされ、

一定の要件の下

貸し手は処罰。 

 

上限規制あり 

（消費法典 （ 刑 事 ･ 民

事））。 

平均実質利率の３

分の４を上回る利率

は暴利的利率とさ

れる（民事上無効・

刑事上処罰）。 

 

（05年第１四半期の

暴利的利率） 

1,524ユーロ以下 

→ 19.60％ 

1,524ユーロ超 

→  8.87％ 

（注） 日本、米国（ＮＹ州、加州）、独及び仏においては、開業規則として、人的構成のほか、財産的基礎を要件としている。 

（参考） 04年9月～05年1月の平均為替レートは、１ドル＝105円、１ポンド＝198円、１ユーロ＝137円（日本銀行資料）。 
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